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「みどりの食料システム戦略」に貢献できる
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みどり戦略・スマート農業推進室 室長
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スマート農業推進フォーラムin北海道
みどり技術ネットワーク会議

2023年12月7日
（札幌市：TKP札幌ビジネスセンター）
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農研機構の紹介
農研機構は、
我が国の農業と食品産業の発展のための
研究開発を行う機関です。

北海道農業研究センター
＠北海道札幌市

東北農業研究センター
＠岩手県盛岡市

本部
１５の研究部門・センター
中日本農業研究センター
＠茨城県つくば市

西日本農業研究センター
＠広島県福山市

九州沖縄農業研究センター
＠熊本県合志市

生物系特定産業技術
研究支援センター
＠神奈川県川崎市

農業機械研究部門
＠埼玉県さいたま市

農研機構ホームページはこちらから https://www.naro.go.jp/
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本部
農業情報研究センター
農業ロボティクス研究センター
遺伝資源研究センター
高度分析研究センター
食品研究部門
畜産研究部門
動物衛生研究部門
北海道農業研究センター
東北農業研究センター
中日本農業研究センター
西日本農業研究センター
九州沖縄農業研究センター
農業機械研究部門
作物研究部門
果樹茶業研究部門
野菜花き研究部門
生物機能利用研究部門
農業環境研究部門
農村工学研究部門
植物防疫研究部門
種苗管理センター
生物系特定産業技術研究支援センター

2023年4月みどり戦略・スマート農業推進室を新設 3
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農研機構の目標

Society 5.0の深化と浸透を目指した研究開発
我が国の農業・食品産業が直面する諸課題を克服して近未来に実現を目指すあるべき
姿として以下の３つを掲げ、農業・食品産業におけるSociety 5.0の深化と浸透により、
科学技術の面から目指すべき姿の実現を進め、持続的な農業の実現および地方創生、
ひいてはSDGsの達成に貢献します。

１．食料自給率向上と食料安全保障
２．農産物・食品の産業競争力強化と

輸出拡大

３．生産性向上と環境保全の両立

理事長 久間 和生 4



Copyright 2022 NARO
みどり戦略・スマート農業を推進するために

１.農業・食品分野の「Society5.0」の実現

２.みどりの食料システム戦略とスマート農業の一体的推進

３.社会実装を加速する情報発信の充実

Society5.0

モデル地区創出遠隔農業支援

データ駆動型農業

みどり戦略とスマ農の一体的取組み

この写真 の作成者 不明な作成者 は CC BY のライセンスを許諾されています

みどり戦略・スマート農業推進室の目標（2023年4月に新設）
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みどりの食料システム戦略（みどり戦略）はどんな戦略？

生産者の減少・高齢化、地域コミュニティーの衰退
温暖化（沸騰化）、大規模自然災害
コロナ以降のサプライチェーンの混乱、内食拡大
SDGsや環境への対応強化
国際ルールメイキングへの参画

現状と課題

アメリカ：農業イノベーションアジェンダ（2020年2月）
・2050年までに農業生産量を40％増加と環境フットプリント※半減

ＥＵ：Farm to Fork戦略（2020年5月）
・2030年までに化学農薬使用量およびリスクを50％減、有機農業を25％拡大

日本：みどりの食料システム戦略（2021年5月）
・2050年までに農業におけるCO2ゼロエミッション化
・化学農薬使用量（リスク換算※）を50％低減
・化学肥料使用量を30％低減
・有機農業取組面積の割合を25％（100万ha）に拡大

※環境フットプリント（環境の足跡）＝人間の活動が環境に与える負荷
※農薬のリスク換算＝ADI（1日あたり摂取許容量）で計測＝有効成分使用量×リスク指数（大＝10、中＝1、小＝0.1）
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みどり戦略が目指すこと？

経 済 持続的な産業基盤の構築
・輸入から国内生産への転換（肥料・飼料・原料調達）
・国産品の評価向上による輸出拡大
・新技術を活かした多様な働き方、生産者のすそ野拡大

社 会 国民の豊かな食生活/地域の雇用・所得増大
・生産者・消費者が連携した健康的な日本型食生活
・地域資源を活かした地域経済循環
・多様な人々が共生する地域社会

環 境 将来にわたり安心して暮らせる地球環境の継承
・環境と調和した食料・農林水産業
・化石燃料からの切替によるカーボンニュートラルへの貢献
・化学農薬・化学肥料の抑制によるコスト低減
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農業を持続可能な産業に
国民に豊かな食生活を
安心して暮らせる地球環境に

みどりの食料システム戦略

資源・エネルギーの調達 生産体制

加工・流通システム環境に配慮した消費

イノベーション

農業におけるイノベーションによりみどりの食料システム戦略を推進

持続可能
なサイクル

みどり戦略を実現するために！

肥料・農薬の高騰
燃油の高騰
食料安全保障

加工コストの増大
流通コストの増大

農家人口の減少
生産コストの高騰
生産者所得の向上
等

消費と生産の意識のギャップ
消費現場での環境負荷・ロス

これらの課題解決には、
長期的な戦略と産業を
超えた連携が必要
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地方農政局 地域農研センター 研究センター・部門

農林水産省 農研機構

みどり戦略推進のための農研機構の取組み

みどりの食料
システム戦略
推進事務局

連携地区での
成功事例創出

畑作
肥効見える

化

スマート農機

ダブル天敵

バイオ炭

連携地区
水田

水田中干し

スマート農機

果樹
局所施肥

成功事例を「見てもらう」
現場での取組を促進
技術の普及拡大

みどり戦略実現に貢献

JA、農業法人等JA、農業法人等
自治体・公設試等

みどり戦略本部みどり戦略本部

持続的イノベーション → 現在のニーズを大幅に進展させる
破壊的イノベーション → 産業構造を大きく変える

殺ダニ剤
散布回数

75％削減

化学農薬削減例

ハダニ
（害虫）

天敵

リンゴで実証

①開発済み
技術の普及

有機農業拡大

両正条植と直交除草
で除草効率アップ

例 カーボンニュートラル

CH4 ルーメン
飼料

牛ゲップのメタン
80%削減

例

②持続的
イノベーション

③破壊的
イノベーション

NAROプロSOPの作成・活用
支
援

連携

連携 みどり戦略・スマート農業推進室
開発済み技術の普及、イノベーション創出に向けた研究開発を加速

みどり戦略・スマート農業推進室
開発済み技術の普及、イノベーション創出に向けた研究開発を加速
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：R4で終了地区（１地区）

農研機構の連携地区の実施場所と取組み項目

：R4から継続地区（９地区）

：R4みどり交付金終了ごフォロー地区（4地区）

：R5開始地区（３地区）
化学肥料削減

化学肥料削減
化学農薬削減

GHG削減

化学農薬削減

GHG削減

化学肥料削減

化学農薬削減
化学農薬削減

有機栽培

化学農薬削減

化学農薬削減

化学肥料削減

有機栽培
化学農薬削減

化学肥料削減

化学農薬削減

化学肥料削減化学肥料削減
石油由来資材転換

廃プラスティック転換

連携地区合計：16地区

11



１．農研機構ってどんな組織？

２．みどりの食料システム戦略って何？

３．みどり戦略に役立つ技術って？

12



みどり戦略推進に役立つ技術（技術カタログver.3.0より）

農林水産省のホームページより
ホーム＞基本政策＞環境政策＞みどりの食料システム戦略
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/midori/index.html

「みどりの食料システム戦略
技術カタログver.3.0

グリーンな農業に役立つ技術を見つけ、
直接技術の開発機関に聞いてみよう。
みどり交付金を活用した地域の取組に
おいて、農研機構の技術を導入してみ
たいばあいは、ご相談ください。
連携モデル地区として農研機構のサ
ポートを受けられる可能性があります。
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緑肥利用で土づくりと減肥を！
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肥効の見える化で化学肥料削減！
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あなたの地域で見える化アプリをためしてみよう！

【日本土壌インベントリー】

地図を拡大し、地域を選択

堆肥の種類、施用量、施肥日、
収穫日を入力

施肥日から収穫日までの肥料として
利用可能な窒素量(10aあたり）が
示されます。

有機資材の肥効はわかりにくい
無駄をなくし、適正な栽培管理を行うために、

適正な施肥量の把握は重要！
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AI診断で自分の畑の健康診断をしよう！
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AI診断で病害虫を正しく見極め、適切な防除を！
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天敵の有効活用で果樹園のダニ退治を！
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飛ばないナミテントウで施設野菜のアブラムシ退治を！
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遠隔操作草刈機２機種(ARC-500, KZ-05)の作業時間は、刈払機に対し71～74％削減。①
刈払機とウィンチ式遠隔操作草刈機(Spider Pro ILD01) の年間作業を比較し、36～38%削減。②

りんご園やワイン用ぶどう園にロボット草刈機(MR-300) の導入より、約60aの園地内を常に雑草
が伸びていない状態を維持。オペレータの作業事故リスクの低減が可能。③

遠隔操作草刈機が適用可能な畦畔マップを作成。④

遠隔操作草刈機 斜面草刈機

71%
削減

74%
削減

遠隔操作草刈機

令和2年度

遠隔操作草刈機

令和元年度

38%
削減

36%
削減

空撮画像から把握できる傾斜、
凹凸、土地被覆による作業可
能面積と滑落、スタックのリ
スクから、畦畔ごとの適用可
能性を評価する指標を作成。
リモコン草刈機の作業特性か
ら、AJK600を対象とした適
用可能畦畔マップを作成。

※R1,R2実績(広島県東広島市)

AJK600

Spider ILD01

ARC-500
※R2実績（長野県伊那市）

①

※R1,R2実績(兵庫県養父市)

②

※R2～3実績（青森県弘前市）、R2実績（福島県富岡町）

③

スマート除草できつい有機栽培からの脱却を！

ぶどう園
実証スタート

(7/29)

5日後 20日後

10日後

りんご園

④

MR-300

中山間水田作

果樹

中山間水田作

遠隔操作草刈機、ロボット草刈機
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IoT技術活用で無駄のない適期防除を！
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中干期間延長もICT水管理システムで楽々！
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・ 農林水産分野の温室効果ガス（GHG）はメタンが最も多く、最大の排出源は水田（約３割）。
・ ICTで水管理の省力化と適切な水管理による収量増と中干し期間の延長にるGHGの排出削減を両立。

ICTで水管理の省力化と適切な水管理による収量増

収量
7%増

中干し

中干し：田植えから約1か月後に7～10
日程度、水田を乾かしてヒビを入れ、土中
に酸素を入れる作業。
・メタンの発生量は、還元状態の土壌＋
メタン生成菌＋有機物で増える。
・中干しは還元状態の土壌を酸化状態
に変えるため、メタン発生が抑えられる。

中干し期間の延長（慣行より7日程度
延長する）により、土壌が還元状態に戻
るまでに時間がかかり、結果としてCH4の
発生が抑えられる。

中干し期間の延長により水田からのメタンの排出量を30％削減

Jクレジット制度
R5産から適用可能に

スマートな水管理と中干期間延長でJクレジットに挑戦！
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ロボット田植機の能力を最大限生かす両正条植え！
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高能率水田除草機とロボット田植機（両正条植え）の
組み合わせで除草作業から解放！
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慣行植え（田植え後10日）

田植機進行方向 田植機進行方向

両正条植え（田植え後10日）

0
5

10
15
20
25
30

雑
草

乾
物

質
量

(g
/m

2) 慣行除草 直交除草
無除草区は約36g/m2

条間 株間 株元

両正条植えにより

田植機進行方向と直行す
る株間方向にも問題なく
走行可能（直行除草）

株間の除草効果が向上

両正条植えと直行除草で手除草から解放！

慣行植えでは、田植機進行方向に
しか除草機が走行できず、株間方
向の雑草の取り残しが多く発生。

株間方向
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両正条植え・直行除草の現地実証
2023年8月1日撮影
1筆70ａ、有機栽培
経営：大豆・小麦等の輪作体系で約3ha
労働者：1名

除草機の操縦ミスで踏
みつけた所が欠株に

・ジャンボタニシの食害と除草
機の回転時踏み付けの影響

・ジャンボタニシは、田植後の水
の深さをコントロールすれば､
中への侵入は防げる｡

手除草をしなくてよくなったこ
とで、販売に時間がとれるよう
になりました！
販路ができたことで、高単価
で売れてます。

佐賀県吉野ヶ里町・有機栽培農家
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北農研に
ご相談下さい

最新技術を有効に活用するために

新技術・新品種は、全ての地域をカバーしているわけではない

生産環境が異なる地域、圃場、生産者で失敗しないために

土壌

気温

降水量

経営形態
日射量

栽培方法
労働力

湿度

それぞれの地域・経営に適した技術の導入・改良が必要
農水省

グリーンな栽培体系への転換サポート
（グリサポ）農水省 【モデル地区】

農研機構の技術活用でみどり
戦略の加速化が期待できる

農研機構

連携モデル地区
みどりの食料システム戦略交付金を
活用した取組みの中から連携モデル
地区として農研機構がサポートします

成功事例
の創出

病虫害
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ご静聴、ありがとうございました
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